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2025 年 9 月 12 日 

株式会社 QUICK 

株式会社ペイロール 

概要 

企業の安定的な賃上げは継続しており、名目賃金は 3%台の伸びを示している。しかし、そ

れを上回るペースで物価上昇が続いているため、実質的な賃金は依然としてマイナスの状

況である。家計の手取りについても、名目上はプラスに転じたが、物価高や社会保険料の負

担増を考慮すると、実質的には目減りが続いている。このように「賃上げはあっても生活が

楽にならない」という状況が長期化すれば、個人消費が冷え込み、物価高と景気後退が同時

に進む可能性もある。賃上げの効果を国民の生活実感の向上と経済の好循環につなげるた

めには、実質的な所得を増やすためのさらなる取り組みが求められる。 

賃上げの動向：期待と現実のギャップ 

所定内給与 QPI は+3.05%となり、前月

の+2.97%から上昇した。一時的に 2025 年

7 月に+2%台まで落ち込んだものの、すぐ

に+3%台に戻っており、企業の安定的な賃

上げが継続していることがうかがえる。た

だし、この水準は 2025 年 4 月の+3.64%と

比べると 0.6 ポイントの下落となってお

り、下落が続いてきたことを考えると今後

の推移に注視する必要があるだろう。 

この伸び率と並行して、同月の消費者物価指数（総合）は前年同月比で+3.1%の上昇を記

録している。物価上昇が継続しており、その上昇率と比べて賃金の上昇が下回る状況が続く

中で、労働者の購買力は実質的に低下しているのが現状である。働く人々は、いくら給料が

上がっても生活が楽にならないという状況が長期化しつつある。 

 

家計の動向：手取りは増加に転じたが実質的にはマイナス 

可処分所得 QPI は+2.05%と、前月の-1.52%から大きく持ち直し、2 か月連続でマイナス

水準が続いてきたがプラスに転じた。残業代が増加したことや減税効果の揺り戻しの影響
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が小さくなったことなどが可処分所得（手取り額）の増加につながったのだろう。 

ただし、物価上昇率+3.1%を加味する

と、可処分所得は実質的には 1%程度減少

していると推計される。可処分所得の実質

減の継続は個人消費を鈍化させ、物価上昇

が続く中で景気が悪化することが懸念さ

れるため、実質的な可処分所得がプラスに

なるような取り組みが求められることに

なるだろう。 

 

税・社会保険料控除の動向：縮小する定額減税による税額の増加 

可処分所得はプラスに転じたものの、

税・社会保険料負担も増加が続いている。 

地方税 QPI は+1.97%となり、マイナス

水準だった前月から一転、増加に転じた。

本来であれば、6 月に決定された地方税額

を一定額支払うはずであるが、地方税額決

定と給与支払いタイミングのズレなどか

ら支払額が変動する場合もある。また、算

出対象企業や各企業内の従業員は出入りが発生するため、一定のズレが発生するものとみ

られる。 

所得税 QPI は+29.29%と高いプラス水準を維持している。とはいえ、前月の+46.50%と

いう高水準から比べると大幅に下落した。そのため、可処分所得を引き下げる効果は小さく

なっており、可処分所得 QPI をマイナス水準まで引き下げるほどの影響は無かったとみら

れる。 

また、社会保険料 QPI は+2.15%となり、引き続き増加傾向が続く。賃上げに伴って社会

保険料の標準報酬月額が上昇することで、社会保険料の支払いも増加しており、金額ベース

での負担の増大につながっている。 

結論として、名目的な賃上げは+3%台の水準に戻ったものの、それを上回る物価上昇が

続いており、実質的な賃金は依然としてマイナスの状況にある。可処分所得はプラスに転じ

たが、物価上昇による負担増を考慮すると実質的には減少しており、労働者の生活実感の改

善には至っていない。このまま賃上げが物価上昇に追いつかず、労働者の購買力の低下が続

けば、物価高と景気後退が同時に進行する懸念もある。そのため、賃上げの効果を国民生活

の向上と経済の好循環につなげるためには、実質的な手取りを増やすための更なる政策対

応が求められるのではないだろうか。 
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